
「自主参加型国内排出量取引制度検討会」設置要領 
 

平成１９年１２月２７日 
環境省地球環境局 

 
１．目的 
 
 自主参加型国内排出量取引制度の第１期（平成１７年度開始分）が本年夏に

終了し、評価報告書がまとめられた。これを踏まえて、今後より有用な知見・

経験を蓄積する観点から、自主参加型国内排出量取引制度をいかに活用してい

くべきかを検討するため、「自主参加型国内排出量取引制度検討会」を設置する

こととする。 
 
２．検討内容 
 
 （１）自主参加型国内排出量取引制度の構成要素のあり方について 
 
 （２）自主参加型国内排出量取引制度の基盤整備について 
 
 
３．組織等 
 
（１）検討会は、別紙に掲げる地球環境局長が委嘱する者ほか環境省職員を

もって構成する。 
 
（２）検討会は必要に応じて、前項以外の学識経験者、事業者等の出席を求

めることができる。 
 
（３）検討会の庶務は、地球温暖化対策課市場メカニズム室が行う。 

 
 
４．形式 
 
 本検討会は公開形式とする。 
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